
 ― ６９ ― 

愛知教育大学研究報告，５７（芸術・保健体育・家政・技術科学・創作編），pp．６９～７５，March，２００８

１．は じ め に

　本稿では，国民年金の未納について分析を行う。
　社会保険庁によれば，２００６年度の国民年金の第１号
被保険者の保険料の納付率は６６�３％である１。
　支払われるべき国民年金保険料のうち，約３分の１
が納付されていないこのような状況は，約１８万人いる
とされる第１号未加入者の存在とともに，国民年金の
空洞化という社会的問題として，大きな関心を集めて
いる。
　国民年金の空洞化は，年金財政に悪い影響を与える
だけでなく，未加入・未納者本人にとっても高齢と
なったときに，無年金や低年金となり，生活不安を引
き起こす要因につながりかねないものであると考えら
れる。
　それゆえ，国民年金の空洞化を解消する対策を講ず
ることは大変重要であるといえよう。そのためにはま
ず，その要因を分析することが必要である。
　国民年金の空洞化の要因について考察した先行研究
をみていこう。未加入について分析したものとして
は，まず鈴木・周（２００１）があげられる。彼らは失業や
所得・貯蓄低下により，家計が流動性制約下にあり，保
険料が支払えずに未加入者になるという流動性制約要
因，健康状態が悪い等の理由で予想死亡年齢が低く，年
金の期待受取額が低いことから国民年金に加入しない
という予想死亡年齢要因，将来保険料上昇や受取額低
下が見込まれる中で特に若い世代で国民年金が見合わ
なくなり，加入を拒否するという世代間不公平要因の
３つを国民年金の未加入者となる動機として取り上
げ，分析を行っている。また，さらに鈴木・周（２００６）
では同様の分析を出生コーホートに着目して行ってい
る。阿部（２００３）は国民年金の未加入行動を未加入期間
の観点，ジェンダーの観点から分析を行っており，未加
入行動における男女差は両者の雇用とのかかわり方に
大きく左右されているとしている。佐々木（２００５）は
大学生を対象としたアンケート調査を行い，国民年金の
未加入行動には年金不信などの制度的要因ではなく，

近視眼的傾向，老後の備えの必要性に対する考え方な
ど個人サイドの要因が深く影響しているとしている。
　また，阿部（２００１）は１９９９年国民年金改正に盛り込
まれた保険料の免除制度の改正が，未加入者，未納者
の行動に与える影響等を分析し，未加入と未納の決定
要因は構造的に異なっており，保険料率は未加入に対
して大きな影響力が認められないが，未納に対しては
大きな影響力があることを見出している。
　未納を対象とした分析は，未加入行動を対象とした
ものに比してあまり多くない。丸山・駒村（２００５）は，
県別データを用いて分析を行い，県民所得水準ととも
に高卒無業者率，大卒一時的な仕事率，大卒無業者率
などの要因が未納に影響を与えているとしている。ま
た，市町村別データを用いた分析も行っており，完全
失業率，所得水準，単身世帯比率，第３次産業比率，
３０歳台比率を説明変数として取り入れており，これら
すべてが影響を及ぼしていることを見出している。
　これらをふまえ，本稿では国民年金の空洞化問題に
おいて，未加入ともに重要であり，決定要因について
構造的にこれと異なるとされているにもかかわらず，
これまであまり分析されてこなかった，未納に焦点を
あて，要因分析を行うこととする。
　都市部では町村部に比べ納付率が低く，また近年の
低下傾向も顕著であることはよく知られている。ま
た，筆者はこれまでに都市部の生活保護率に影響を与
える要因について分析を行い，全国を対象とした分析
と異なる知見を見出している。国民年金の納付率につ
いても同様に差異がある可能性がある。そこで本稿で
は都市部を対象に分析を進めていくことで，国民年金
の未納に対する第一次接近としたい。

２．分　析　１

（１）分析方法と資料

　本稿で用いた計測モデルは以下のとおりである。
��＝α１�＋β１��１�＋β２��２�＋β３��３�＋β４��４�＋β５��５�＋
β６��６��（�＝１，２，３）　
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　各変数は下記のとおりである。
���：検認率（％）　
�１�：一人当たり実質課税対象所得（百万円）�
�２�：持ち家率（％）
�３�：未婚率（％）
�４�：２０～３４歳人口比率（％）
�５�：完全失業率（％）
�６�：臨時雇用者比率（％）

　なお，α１�及びβ１�～β６�は推定すべきパラメータで
ある。また�は都市の種類を示している。
　対象年は２００１年度で，対象とした市は当該年度にお
ける政令指定都市及び東京都区部（以下指定都市とす
る）１３市と中核市２８市の計４１市である。なお計測は指
定都市と中核市を合わせた（以下都市総計とする）場
合，指定都市のみの場合，中核市のみの場合の３つに
分けて行った。対象年を２００１年度としたのは，資料の
制約もあるが、２００２年度以降では，地方分権一括法に
より，国民年金保険料の徴収主体がそれまでの市町村
から国（社会保険事務所）に変更されたことによる影
響が含まれてしまう可能性が高いためである。
　被説明変数としては各市の検認率を用いた。資料は
「数字でみる年金」（２００３年版）である。
　説明変数としては，これまでの先行研究を参考に所
得，持ち家率，未婚率，若年者人口比率，完全失業率，
臨時雇用者比率を取り上げた。
　所得としては，一人当たり実質課税対象所得を用い
た。課税対象所得は各年度個人の市町村民税の所得割
の課税対象となった前年の所得金額で，各所得控除を
行う前のものである。本稿では２００２年度の課税対象所
得�（２００１年度の所得を示す）を使用した。資料は総務
省「統計でみる市町村のすがた」に記載されている総
務省「市町村税課税状況等の調」によるデータである。
これを総務省「国勢調査報告」（２０００年版）の当該市の
人口総数で除して１人当たりとした。なお実質化に際
してのデフレータとして，総務省「消費者物価指数年
報」の２００１年の平均消費者物価地域差指数（東京都区
部＝１００・総合）を用いた。これに記載されていない市
については，同一都道府県の都道府県庁所在市の指数
を用いることとした。
　また実物資産保有を示す変数として持ち家率につい
ても取り上げた。資料は同じく「国勢調査報告」（２０００
年版）である２。
　未・既婚状況を示す変数として，先行研究では単身
世帯比率が用いられていたが，都市部では単身赴任等
既婚の単身世帯も多く存在すると考えられるため，本
稿では「国勢調査報告」（２０００年版）の当該市の未婚者
数を１５歳以上人口総数で除して算出した，未婚率を用
いることとした。
　若年者人口比率は，２０～３４歳人口数を２０～５９歳人口
数で除したものを用いた。本稿では内閣府のフリー

ターの定義で取り上げられた年齢を参考に，３４歳以下
を若年者とすることとした。資料は「国勢調査報告」
（２０００年版）である。
　完全失業率は「国勢調査報告」（２０００年版）の当該市
の完全失業者数を労働力人口で除したものを用いた。
　臨時雇用者比率は同じく「国勢調査報告」（２０００年版）
の当該市の臨時雇の雇用者数を雇用者総数で除したも
のを用いた。ただし，臨時雇用者数に関するデータは
指定都市しかないため，指定都市のみ説明変数として
取り入れることとした。

（２）分析結果と考察

　計測結果は表１－１～１－３に示すとおりである。
　表１－１で都市総計の計測結果についてみていこ
う。
　説明変数のうち，パラメータに０との有意差（以下
有意差とする）が認められたのは，２０～３４歳人口比率
及び完全失業率で，その値はいずれも負を示してい
た。
　都市総計では国民年金の検認率には，一人当たり実
質課税対象所得，持ち家率といった経済的要因の影響
はみられず，完全失業率という雇用状況が影響を及ぼ
している結果となった。
　未婚率は影響を及ぼしていないという結果となっ
た。
　また，２０～３４歳人口比率という，若年者人口比率が
影響していることもわかった。この年齢階級は２０歳到
達時に手帳送付による職権適用がなされるようになっ
た世代で，これが影響している可能性も考えられる
が，若年者の国民年金に対する不信感や将来不安，ま
た老後にはかなり時間があるといった近視眼的な考え
が影響しているとも読みとれる。しかしこの結果から
だけでは年金不信等か近視眼的考えのいずれが影響し
ているのかは明確でない。また若年といった年齢効果
によるものなのか，世代効果によるものなのかも，今
後確かめる必要があるだろう。
　表１－２によっていわゆる大都市である指定都市の
計測結果についてみていこう。なお指定都市では自由
度の制約から説明変数の影響を全て同時に考慮するこ
とは行えず，説明変数を最大３つまでとして組合せを
考慮しながら計測を行った。
　その結果，説明変数のうち，パラメータに有意差が
認められたのは，一人当たり実質課税対象所得，２０～
３４歳人口比率及び完全失業率で，その値はいずれも負
を示していた。
　都市総計では有意差が認められなかった所得変数の
パラメータについて有意差が認められる結果となった
が，その値は負で，所得が高いほど検認率が低いとい
う結果となった。これは所得変数として用いた一人当
たり実質課税対象所得が，国民年金第１号被保険者の
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表１－３　計測結果（中核市）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数 非標準化係数

８９.８９９５定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

―――２０～３４歳人口比率（％）

－４.２６６５－０.６４１７－４.２０４７完全失業率（％）

０.３８９２自由度調整済み決定係数

＊＊＊

表１－１　計測結果（都市総計）

注）t 検定で *** は１％水準で、** は５％水準で、*は１０％水準で０との有意差があるものを示す。 

t 値標準化係数非標準化係数

１２２.４０１６定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

－３.０６２５－０.３２５１－０.８１３６２０～３４歳人口比率（％）

－６.７６９８－０.７１８６－４.４７７６完全失業率（％）

０.５５３７自由度調整済み決定係数

＊＊＊

＊＊＊

表１－２　計測結果（指定都市）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数非標準化係数

１５９.４８２９ 定数

－３.１０５４－０.６１４８ －１６.１５８１ 一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

－２.０９１９－０.３１２６ －０.８１４３ ２０～３４歳人口比率（％）

－５.９７０２－１.１３５６ －６.２６６７ 完全失業率（％）

―――臨時雇用者比率（％）

０.７６２０自由度調整済み決定係数

＊

＊＊＊

＊＊
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みを対象としたデータではないことも影響していると
考えられるが，指定都市では，国民年金と個人年金の
代替等がなされている可能性を示唆しているのかもし
れない。
　また，臨時雇用者比率のパラメータには有意差は認
められなかった。本稿では正規・非正規雇用の割合と
いった，就業構造の状況は検認率に影響を与えていな
いという結果となった。
　表１－３で，中核市の計測結果についてみていこ
う。
　説明変数のうちパラメータに有意差が認められたの
は完全失業率のみで，その値は負を示していた。都市
総計や指定都市と異なり，２０～３４歳人口比率のパラ
メータについては有意差が認められなかった。このこ
とから同じ都市部でも，大都市部とそれ以外では決定
要因について異なる構造があることがわかる。
　都市総計，指定都市，中核市いずれを対象とした計
測結果でも，完全失業率のパラメータに有意差が認め
られ，標準化係数の絶対値も他の説明変数のそれより
も大きい値を示しており，検認率に完全失業率が大き
な影響を与えていることが明らかになった。ところで
この失業による影響は年齢によって異なるのであろう
か。次節ではこのことを明らかにするため，完全失業
率を若年と中年以降に分離して分析を行うこととす
る。

３．分　析　２

（１）分析方法と資料

　分析２の計測モデルは以下のとおりである。
①��＝α２�＋γ１��１�＋γ２��２�＋γ３��３�＋γ４��４�＋γ５��１�＋
γ６��６�

②��＝α３�＋ζ１��１�＋ζ２��２�＋ζ３��３�＋ζ４��４�＋ζ５��２�＋
ζ６��６��（�＝１，２，３）

　新しく追加された変数は次のとおりである。
　�１�：２０～３４歳完全失業率（％）
　�２�：３５～５９歳完全失業率（％）
　α２�，α３�，γ１�～γ６�，及びζ１�～ζ６�は推定すべきパ
ラメータである。
　多重共線性の問題を回避するために，２０～３４歳完全
失業率，３５～５９歳完全失業率をそれぞれ別個に取り入
れることとした。
　２０～３４歳完全失業率は総務省「国勢調査報告」（２０００
年版）の当該市の２０～２４歳，２５～２９歳，３０～３４歳の各
年齢階級別完全失業者数を合計し，当該年齢階級労働
力人口を合計したもので除して算出した。３５～５９歳完
全失業率も同様にして求めた。

（２）分析結果と考察

　計測結果は表２－１～３－３に示すとおりである。

　表２－１及び３－１で都市総計の計測結果について
みていこう。
　計測モデル①においては説明変数のうち，パラメー
タに有意差が認められたのは，２０～３４歳人口比率及び
２０～３４歳完全失業率で，その値はいずれも負を示して
いた。
　計測モデル②では説明変数のうち，パラメータに有
意差が認められたのは，２０～３４歳人口比率及び３５～５９
歳完全失業率で，その値はいずれも負を示していた。
これらの結果は全年齢の完全失業率を取り入れた分析
１の計測結果と共通するものである。
　計測モデル①の２０～３４歳完全失業率と計測モデル②
の３５～５９歳完全失業率のパラメータの絶対値の違い
は，労働人口数の差異を考慮すると説明可能な部分が
大きいと考えられる。また標準化係数の値にも大きな
違いはみられない。言い換えれば，２０～３４歳の若年者
においても，３５～５９歳の中年者においても失業状態に
あることによって年金未納となる確率には大きな違い
がないと考えることもできる。
　表２－２及び３－２で指定都市の計測結果について
みていこう。
　計測モデル①においては説明変数のうち，パラメー
タに有意差が認められたのは，２０～３４歳人口比率及び
２０～３４歳完全失業率で，その値はいずれも負を示して
いた。
　計測モデル②では説明変数のうち，パラメータに有
意差が認められたのは，一人当たり実質課税対象所得
及び３５～５９歳完全失業率で，その値はいずれも負を示
していた。この結果は全年齢の完全失業率を用いた分
析１の計測結果とやや異なるものとなっている。
　計測モデル①の２０～３４歳完全失業率よりも計測モデ
ル②の３５～５９歳完全失業率のパラメータの絶対値は大
きく，労働人口数の違いだけでは説明できないものと
なっている。また標準化係数の値にも違いがみられ
る。これは都市総計の結果と異なり，若年者よりも中
年者が失業状態にあることは年金未納となる確率が高
いのではないかと考えることもできるだろう。
　表２－３及び３－３で中核市の計測結果についてみ
ていこう。
　計測モデル①においては説明変数のうち，パラメー
タに有意差が認められたのは，２０～３４歳完全失業率の
みで，その値は負を示していた。
　計測モデル②では説明変数のうち，パラメータに有
意差が認められたのは，３５～５９歳完全失業率のみで，
その値は負を示していた。これらの結果は全年齢の完
全失業率を用いた分析１の計測結果と共通するもので
ある。
　計測モデル①の２０～３４歳完全失業率と計測モデル②
の３５～５９歳完全失業率のパラメータの絶対値の違い
は，労働人口数の違いによって説明できる部分が大き
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表２－１　計測結果（都市総計・計測モデル①）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数非標準化係数

１２９.３９２６定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

－３.６１０２－０.４０７９－１.０２０９２０～３４歳人口比率（％）

－６.２３９３－０.７０４９－３.２９９４２０～３４歳完全失業率

０.５１３７自由度調整済み決定係数

＊＊＊

＊＊＊

表２－２　計測結果（指定都市・計測モデル①）

注）表１－１に同じ。

＊＊

＊＊＊

表２－３　計測結果（中核市・計測モデル①）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数非標準化係数

８６.３３９０定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

―――２０～３４歳人口比率（％）

－３.８６５６－０.６０４１－２.６５０９２０～３４歳完全失業率（％）

０.３４０５自由度調整済み決定係数

＊＊＊

t 値標準化係数非標準化係数

１３９.８１１６定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

－２.２４３９－０.４９２７－１.２８３４２０～３４歳人口比率（％）

－３.２１５２－０.７０５９－３.２２９５２０～３４歳完全失業率（％）

―――臨時雇用者比率（％）

０.４６３８自由度調整済み決定係数

　＊＊

＊＊＊
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表３－１　計測結果（都市総計・計測モデル②）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数非標準化係数

１１７.６８０２定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

－２.９１１４－０.３２０１－０.８０１１２０～３４歳人口比率（％）

－６.３３１１－０.６９６０－５.１８１２３５～５９歳完全失業率（％）

０.５２０９自由度調整済み決定係数

＊＊＊

＊＊＊

表３－２　計測結果（指定都市・計測モデル②）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数非標準化係数

１１７.５９２３定数

－３.１１４９－０.６００６－１５.７８５３一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

―――２０～３４歳人口比率（％）

－５.６１７８－１.０８３２ －６.８５６０ ３５～５９歳完全失業率（％）

―――臨時雇用者比率（％）

０.７１１８自由度調整済み決定係数

＊＊＊

表３－３　計測結果（中核市・計測モデル②）

注）表１－１に同じ。

t 値標準化係数非標準化係数

８４.７９８４定数

―――一人当たり実質課税所得（百万円）

―――持ち家率（％）

―――未婚率（％）

―――２０～３４歳人口比率（％）

－３.４４３７－０.５５９７－４.５０４６３５～５９歳完全失業率（％）

０.２８６８自由度調整済み決定係数

＊＊＊

＊＊
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いと考えられる。また標準化係数の値にも大きな違いは
みられない。

４．お わ り に

　本稿では国民年金保険料の検認率に影響を与える要
因について都市部を対象に分析を行った。
　その結果，検認率には完全失業率が負の影響を与え
ていることがわかった。完全失業率を若年と中年に分
けて分析した結果，失業することによって未納となる
確率は，都市総計，中核市を対象とした分析において
は両者に大きな差異が認められない結果となったが，
大都市である指定都市においては中年者の確率がより
大きいと読みとれる結果となった。若年者の完全失業
率の高さが検認率の低さに寄与していることは明らか
であるが，その反応は若年者独自の大きさであるとは
いえない結果であるともいえるだろう。
　一人当たり実質課税対象所得は，都市総計，中核市
を対象とした分析では検認率に対してその影響が認め
られず，指定都市では負の影響を与えていることがわ
かった。指定都市においては，個人年金との代替が示
唆される結果であるともいえよう。またこのように所
得要因が正の影響を与えていないという結果と，上記
の完全失業率に関する結果をあわせて考えると，第２
号被保険者であった雇用者が失業して第１号被保険者
になった後に未納になることが多いのではないかと読
みとることもできるだろう。このように考えると，指
定都市のような雇用者比率の高い大都市において中年
の完全失業率の影響が大きい結果となったことも説明
がつく。今後，未納の解消には，第２号，第３号被保
険者から第１号被保険者となった人に対して，納付を
促進させるような対策も必要なのかもしれない。
　資料の制約上指定都市でしか取り入れることができ
なかったが，臨時雇用者比率のパラメータは有意差が
認められなかった。
　また２０～３４歳人口比率という，若年者人口比率が影
響していることもわかった。これは若年者の国民年金
に対する不信感や将来不安によるものなのか，老後に
はかなり時間があるといった近視眼的な考えが影響し
ているのかはこの結果からだけでは明確でなく，今後
明らかにしていきたい。後者であれば，学校教育など
で，こどものころから生涯生活設計能力を身につけさ
せる必要があるといえるだろう。

注

１．社会保険庁によれば，納付率は当該年度分の保険料として

納付すべき月数（全額免除・学生納付特例月数を含まない。）

である納付対象月数のうち当該年度中（翌年度４月末まで）

に実際に納付された月数の比率（％）で定義されている。

２００１年度以前は，納付率ではなく，検認率という用語が用

いられていた。なお，本稿の計測対象とした年度は２００１年

度であり，被説明変数は資料で用いられている用語に合わ

せ検認率とした。

２．金融資産を示す変数として純金融資産現在高も取り上げた

が，これを含めた計測結果は選択されなかった。純金融資

産現在高は，当該市の金融機関における預金から貸出金を

差し引いたものを人口総数で除したものを用いた。預金及

び貸出金の資料は全国市長会編「日本都市年鑑」（２００３年版）

に記載されている日本金融通信社刊「日本金融名鑑」（２００３

年版）のデータである。なお期首データとするため，平成

２００１年３月現在の値を用いた。これは，各個人のデータで

はなく，法人の預金及び貸出金も含まれていること，郵便

局は除かれているなど，留意するところは多く，参考とす

るに留めたい。なお資料の制約上静岡市の純金融資産現在

高が算出できず，純金融資産現在高を説明変数として用い

る場合は静岡市を除いて計測を行った。
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